
Ｎ
Ｅ
Ｃ
玉
川
事
業
場
に
働
く
み
な
さ
ん

職
場
で
は
「
戦
争
を
知
ら
な
い
私
た
ち
も
、

８
月
は
敬
虔
な
気
持
ち
に
な
る
特
別
な
月
だ
っ

た
ね
」
「
８
月
６
日
は
広
島
に
。
９
日
は
長
崎

に
。
71

年
前
に
原
子
爆
弾
が
投
下
さ
れ
た
日
だ

よ
」
「
憲
法
９
条
は
、
戦
後
最
初
の
幣
原
（
し

で
は
ら
）
首
相
が
マ
ッ
カ
ー
サ
ー
に
提
案
し
た

ん
だ
っ
て
」
「
新
史
料
が
発
見
さ
れ
た
こ
と
が

報
道
さ
れ
た
ね
」
「
リ
オ
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
も
熱

か
っ
た
」
な
ど
の
会
話
が
交
わ
さ
れ
て
い
ま
す
。

「
核
先
制
不
使
用
」
の
国
際
世
論
を

オ
バ
マ
米
大
統
領
は
２
０
０
９
年
４
月
５
日
、
核
兵
器
を
使
用
し
た
唯
一
の
核
保

有
国
と
し
て
行
動
す
る
道
義
的
責
任
が
あ
る
と
し
て
、
米
国
が
先
頭
に
立
ち
、
核
兵

器
の
な
い
世
界
の
平
和
と
安
全
を
追
求
す
る
決
意
を
宣
言
し
ま
し
た
。
こ
の
「
プ
ラ

ハ
演
説
」
は
、
核
軍
縮
へ
の
期
待
を
大
き
く
高
め
ま
し
た
が
、
そ
の
歩
み
は
遅
々
と

し
て
い
ま
し
た
。

動
き
を
見
せ
た
の
は
今
年
の
５
月
。
オ
バ
マ
大
統
領
が
被
爆
地
広
島
を
訪
問
し
、

「
米
国
な
ど
核
保
有
国
は
、
核
兵
器
の
な
い
世
界
を
追
求
す
る
勇
気
を
持
つ
べ
き
だ
」

と
演
説
。
そ
し
て
、
最
近
で
は
そ
れ
を
一
歩
進
め
る
形
で
、
核
兵
器
の
先
制
不
使
用

宣
言
や
核
実
験
禁
止
国
連
安
保
理
決
議
の
採
択
、
核
兵
器
予
算
の
削
減
な
ど
を
検
討

し
て
い
る
と
報
道
さ
れ
ま
し
た
。

と
こ
ろ
が
、
「
安
倍
首
相
が
『
核
兵
器
の
先
制
不
使
用
宣
言
』
は
『
抑
止
力
を
弱

め
る
』
と
し
て
反
対
す
る
意
向
を
米
政
府
に
伝
え

た
」
と
、
米
紙
ワ
シ
ン
ト
ン
・
ポ
ス
ト
が
報
道
し

ま
し
た
。

安
倍
首
相
は
、
ワ
シ
ン
ト
ン
・
ポ
ス
ト
紙
の
報

道
を
否
定
し
て
い
ま
す
が
、
唯
一
の
被
爆
国
の
首

相
と
し
て
は
、
核
先
制
不
使
用
宣
言
を
強
く
支
持

し
、
広
島
・
長
崎
の
平
和
式
典
で
述
べ
た
「
核
兵

器
の
な
い
世
界
に
む
け
て
努
力
を
重
ね
て
い
く
」

こ
と
を
宣
言
す
べ
き
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

憲法９条を守り「核兵器ゼロの世界」をめざそう！

「死の商人」にならないように

2 0 1 6 . 9 . 5 (月 )
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順位 企業名 契約高 順位 企業名 契約高

1 三菱重工業 2632 6 Ｉ Ｈ Ｉ 619
2 川崎重工業 1913 7 富士通 527
3 日本電気 1013 8 東芝 467
4 ANAホールディングス 928 9 小松製作所 339
5 三菱電機 862 10 三井造船 319

武
器
の
国
際
展
示
会
・
ユ
ー
ロ
サ
ト
リ
２
０
１
６
に
Ｎ
Ｅ
Ｃ
が
参
加

世
界
最
大
の
武
器
の
国
際
展
示
会
「
ユ
ー
ロ
サ
ト
リ
２
０
１
６
」
が
６
月
13
日
か
ら
17
日
の
５
日
間
、

平
和
を
愛
す
る
多
く
の
市
民
ら
が
抗
議
を
行
う
も
と
、
フ
ラ
ン
ス
の

パ
リ
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

２
年
前
の
前
回
展
示
会
に
参
加
し
た
国
内
大
手
６
社
の
う
ち
５
社

（
三
菱
重
工
業
、
川
崎
重
工
業
、
東
芝
、
富
士
通
、
日
立
）
が
参
加

を
見
送
る
な
か
、
前
回
参
加
の
Ｎ
Ｅ
Ｃ
と
初
参
加
の
三
菱
電
機
の
２

社
が
参
加
し
ま
し
た
。
Ｎ
Ｅ
Ｃ
は
、
無
線
通
信
シ
ス
テ
ム
や
浄
水
シ

ス
テ
ム
な
ど
を
出
展
し
た
よ
う
で
す
。

戦
前
は
軍
需
産
業
の
一
端
を
担
っ
て
い
た
Ｎ
Ｅ
Ｃ
で
す
が
、
戦
後

も
、
防
衛
省
か
ら
の
多
人
数
の
天
下
り
を
受
け
入
れ
て
き
ま
し
た
。

２
０
１
４
年
度
の
防
衛
省
と
の
契
約
実
績
は
、
２
８
７
件
で
、
１

０
１
３
億
円
に
の
ぼ
り
、
国
内
３
位
の
有
力
な
防
衛
産
業
メ
ー
カ
ー

の
一
つ
に
な
っ
て
い
ま
す
（
下
表
を
参
照
く
だ
さ
い
）
。

安
倍
政
権
は
２
０
１
４
年
４
月
、
武
器
輸
出
を
原
則
と
し
て
禁
じ

た
武
器
輸
出
三
原
則
を
撤
廃
し
、
「
防
衛
装
備
移
転
三
原
則
」
を
閣

議
決
定
し
、
武
器
輸
出
を
推
進
す
る
政
策
を
強
め
て
い
ま
す
。

防
衛
産
業
メ
ー
カ
ー
は
「
（
武
器
輸
出
は
）
国
策
な
の
で
必
要
な

ら
政
府
に
協
力
す
る
」
「
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
」
と
し
て
い
ま
す
。

Ｎ
Ｅ
Ｃ
が
安
倍
内
閣
と
一
体
に
な
っ
て
防
衛
・
軍
事
産
業
に
の
め
り
込
ん
で
い
く
危
険
性
が
強
ま
っ

て
い
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

「
憲
法
９
条
」
が
あ
っ
て
こ
そ
、
平
和
が
守
ら
れ
核
廃
絶
が
可
能
に
！

参
院
選
挙
中
は
「
憲
法
」
を
一
言
も
口
に
し
な
か
っ
た
安
倍
首
相
は
、
選
挙
で
改
憲
勢
力
が
３
分
の

２
に
な
っ
た
と
み
る
や
、
「
憲
法
改
正
（
改
悪
）
」
を
早
速
言
い
出
し
て
い
ま
す
。
そ
の
狙
い
は
「
武

器
を
持
た
な
い
・
戦
争
は
し
な
い
」
を
明
記
し
た
「
憲
法
９
条
」
を
無
く
し
、
昨
年
強
行
採
決
し
た

「
安
保
法
（
戦
争
法
）
」
を
憲
法
上
も
矛
盾
な
く
実
行
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
に
あ
り
ま
す
。

戦
後
71

年
間
、
一
人
の
自
衛
隊
員
の
戦
死
者
も
出
さ
ず
、
平
和
な
日
本
で
こ
ら
れ
た
の
は
「
憲
法
９

条
」
が
あ
っ
て
こ
そ
で
す
。

世
界
の
願
い
「
核
廃
絶
」
を
実
現
し
、
日
本
の
平
和
を
維
持
す
る
た
め
に
、
「
安
保
法
（
戦
争
法
）

の
廃
止
、
憲
法
９
条
を
守
れ
」
「
安
倍
政
権
が
進
め
る
戦
争
す
る
国
づ
く
り
は
ス
ト
ッ
プ
」
の
声
を
職

場
か
ら
も
高
め
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

防衛省との契約高上位１０社（2014年度）単位：億円


